
令和7年5月 徳島県の政策要望
◆新次元の人材育成・確保策の推進

徳島県における生産年齢人口の急激な減少に伴い、
様々な人材確保策が必要

国立社会保障・人口問題研究所
「地域別将来推計人口(令和５年推計)」より

現状・課題

2020年
約40万人

2035年
約31万人
▲21%

2040年
約28万人
▲30%

＜人材不足がもたらす政策課題＞
・医療・福祉サービスの提供体制の維持
・物流や地域公共交通網の維持
・質の高い教育の確保
・安定的な食料供給体制の構築

○世界的な成長が見込まれる蓄電池産業をはじめ
成長分野への人材投資が必要

○「スキマバイト（日々紹介）」は、企業が直接雇用
⇒労災かくしをはじめ企業の義務違反や労使トラブル増加

○就業者の約7割を占める中小企業において、資金や人材の
不足等から、リ・スキリングが十分に進んでいない

○労働者の能力や希望する働き方に応じた雇用環境の提供
により、潜在的な労働力の活用を進める必要

○本県の外国人労働者数：6,452人（過去最高）
⇒外国人材の受入環境整備を加速化する必要

人的資源が限られる中、多様化する働き方・ニーズへの対応や、
成長分野へのシフトが急務

徳島県の取組

要望事項

●日々紹介における企業側の義務遵守の周知徹底

●成長分野である蓄電池産業に携わる人材育成・確保への
支援強化や関西蓄電池産業との連携強化への支援

●外国人材の確保・定着に向けた住環境の整備をはじめ、
「人材確保等支援助成金」等の対象経費の拡充

●能力・意欲のある高齢者をはじめとする潜在的な労働力の
活用促進に向けたマッチング支援

【医療・介護分野】

医療・介護、運輸・交通、教育、農林水産分野における
処遇や労働環境の抜本的改善への大胆な投資・注力に向けた
「各省庁の支援制度」の充実・強化

●地方に若手医師・看護職員等の医療人材を
確保・定着させるための実効性のある対策の実施

●他産業の賃上げを踏まえた、介護・福祉人材の処遇改善

●農林水産業の新規就業者への支援強化と予算確保

●トラック運転手の確保に向けた適正運賃収受・価格転嫁の
更なる働きかけと周知徹底

●教員の処遇改善や定数の充実、教員免許制度の改善

●交通事業者が行う人材確保策への財政支援の強化

多様な労働ニーズに対する受入側とのマッチングや働きやすい
環境の整備に加え、成長分野への労働移動等の促進に向けた
人材確保対策を柱とした新たな「交付金制度」の創設

●人材開発支援助成金の拡充・活用促進をはじめ、
中小企業へのリ・スキリング支援

●遠隔教育活用の更なる推進

【成長分野への労働移動】

●「求職者支援制度」等の活用拡大に向けた周知啓発

【運輸・交通分野】

【教育分野】

【農林水産分野】

【多様な人材の活躍支援】
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